

































































番号 自治体名 作成年度 改訂の有無 措置形態 対象年齢 冊子数
1 北海道 2005 × 施設 1
2 青森県 2004 × 施設 1
4 宮城県 2010 ○ 施設 1




7 福島県 2012 ○ 施設 2
○ 里親
8 茨城県 2012 ○ 施設 1
9 栃木県 2010 ○ 施設 1
10 群馬県 2009 ○ 施設 1
11 埼玉県 2017 ● 施設 2
● 里親
12 千葉県 2010 ○ 施設 中高生 5
2013 ○ 施設 小学生
2010 ○ 一時保護所 中高生
2013 ○ 一時保護所 小学生
2013 ○ 里親 小学生
13 東京都 2012 ○ 施設 中高生 2
○ 施設 小学生
14 神奈川県 2004 ○ 施設 小学生 2
○ 施設 幼児
16 富山県 2011 × 施設 3
× 児童自立
× 里親
17 石川県 2013 × 施設 1
20 長野県 2010 ● 施設 1
21 岐阜県 1999 × 施設 1
24 三重県 2008 ○ 施設 中高生 2
○ 施設 小学生
25 滋賀県 2006 × 施設 中高生 2
× 施設 幼児・小学生
26 京都府 2013 ● 施設 小学生・中高生 2
2012 ● 施設 幼児
27 大阪府 2010 ● 施設 小学生・中高生 5
2001 ● 施設 幼児
2012 ● 里親 小学生・中高生
2001 ● 里親 幼児
2010 ● 施設・里親 すべて
28 兵庫県 2013 ○ 施設 中高生 3
○ 施設 小学生
○ 里親

















31 鳥取県 不明 ● 施設 中高生 3
● 小学生
● 幼児




33 岡山県 2013 ○ 施設 小学生 3
○ 施設 中高生
○ 施設 別冊
35 山口県 2016 ● 施設 3
2016 ● 児童自立・心理治療
不明 ● 里親
36 徳島県 2010 ○ 施設 1
37 香川県 2011 ● 施設・里親 幼児・小学生 2
● 施設・里親 中高生
38 愛媛県 2001 × 施設 1
39 高知県 2013 ○ 施設 1
40 福岡県 2001 × 施設 1
41 佐賀県 2011 ● 施設 中高生 2
● 施設 小学生
42 長崎県 2010 ● 施設 中高生 2
● 施設 幼児・小学生
44 大分県 2007 ● 施設 中高生 2
● 施設 小学生
46 鹿児島県 2010 ○ 施設 1
47 沖縄県 2010 ○ 施設 2
○ 里親
48 大阪市 2015 ● 施設 1
49 名古屋市 2011 ○ 施設 小学生 2
○ 施設 中高生
50 京都市 2014 × 施設 中高生 3
× 施設 小学生
× 施設 幼児
52 神戸市 2014 × 施設 1
53 北九州市 2016 ○ 施設・里親 1
56 福岡市 2008 ○ 施設 中高生 2
○ 施設 小学生
57 広島市 2010 ○ 施設 中高生 2
○ 施設 小学生
58 仙台市 2010 宮城県のものを利用 1
59 千葉市 2012 ● 施設 1
60 さいたま市 2013 ○ 施設 施設 2
○ 里親 里親委託
61 静岡市 2015 × 施設 1
62 堺市 2012 ○ 施設 中高生 3
○ 施設 幼児・小学生
○ 里親
63 新潟市 2010 × 施設 1
64 浜松市 2011 ○ 施設 1
65 岡山市 不明 × 施設 中高生 2
不明 × 施設 幼児・小学生
66 相模原市 2010 × 施設 小学生・中高生 2
× 施設 幼児
67 熊本市 2011 × 施設 1



































































































































































































































































































あり、「１ 差別されない」、「２ 意見表明」、「３ 自
由」、「４ 秘密」、「５ 知りたいこと・調べたいこと」、
「６ 暴力を受けない」、「７ けがや病気」、「８ 学校」、















































き」、「２ 担当者欄」、「３ 相談先・救済機関」、「４ ハ
ガキ」で構成されている。
　「１ 困ったとき」は、権利侵害を含め子どもが困っ
たときの対応を詳しく説明しており、鹿児島県を除く
53自治体99冊に記載されていた。
　「２ 担当者欄」は、子どもの担当児童福祉司や施設
職員等の名前を記入する欄であり、41自治体81冊に
記載されていた。
　「３ 相談先・救済機関」は、すべての自治体で記載
されていた。
　「４ ハガキ」は、子どもが困ったこと等抱えていた
場合、無料で送付することができるものである。27
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自治体56冊に綴じ込み、もしくは添付されていた。
７）メモ
　「Ｆ メモ」は、子ども自身が活用することのできる
白紙のページである。29自治体46冊に記載されてお
り、面接記録のほかに名前の由来や写真を貼るペー
ジ、家族からのメッセージがあったり（兵庫県・里親
対象）、プロフィール欄がある（大分県・小学生対象）
ものがあった。自分のノートであると感じられるよう
な工夫がある。
８）資料
　「Ｇ 資料」は、権利条約等『権利ノート』に示され
る権利の基盤となる法律等であり、「１ 子どもの権利
条約」、「２ その他資料」で構成されている。
　「１ 子どもの権利条約」は、権利条約を資料として
掲載しているもので、20自治体45冊であった。単に
資料として巻末に載せるだけでなく、本文中において
も詳しく説明している自治体も５自治体であった（香
川県、長崎県、沖縄県、京都市、神戸市）。
　「２ その他資料」は、権利条約以外の関連する法律
や文書についての記載である。児童憲章は９自治体
16冊であり、その他の資料については、京都市（中
高生対象）が児童養護施設と乳児院の倫理綱領を掲載
していた。
おわりに
　ここまで全国の改訂された『権利ノート』を中心
に、現在の『権利ノート』のかたち、権利の伝え方、
伝えている権利の内容を明らかにしてきた。社会的養
護が大きく変革されるなかで、児童福祉関係者によっ
て作成され、改訂される『権利ノート』も、それにと
もなって変化していることが明らかになった。これら
の変化は、子どもに「権利を伝える」ことを巡って、
この20年における大人の意識の変容がみてとれる。
　『権利ノート』は改訂により、新しい情報への更新、
新たな要素の取り込みがなされ、機能を拡大していた
（長瀬 2016）。以下では、子どもの権利の重視、子ど
もにとっての親しみやすさへの工夫、子どもの権利行
使のしやすさへの強化という３点から、本調査の結果
を整理し、まとめとしたい。
　まず、子どもの権利という視点の重視では、『権利
ノート』の項目分析から、具体的にどのような権利を
伝えているのかが明らかになった。社会的養護で育つ
子ども特有の措置・委託にともなう権利、子どもの不
安な気持ちに応答する施設や里親の情報、そして、施
設・里親で育つ子どもに保障される権利が網羅的に示
されていた。また、かつて全体の３割しか権利条約に
基づく説明はなされていなかったが（長瀬 2003）、本
調査では自治体全体の４割弱でなされていた。
　次に、子どもにとっての親しみやすさへの工夫では、
配布対象が拡げられたことが確認された。年齢や措置
形態に応じた『権利ノート』を子どもへ準備すること
は、さまざまな状況に置かれた子どもに応じた情報を
提供しようとする姿勢を表すだろう。本稿では、最も
多くの『権利ノート』を作成している自治体は、５冊
であった（千葉県・大阪府）。長瀬（2005）では、年
齢に応じた工夫がなされていた自治体はたった５自治
体、措置形態に応じた工夫は２自治体であったことか
ら、現在は幅広い年齢、社会的養護の措置形態に応じ
た『権利ノート』が作成されるようになったことがわ
かる。今回、新たに把握されたのは、低年齢の子ども
対象の絵本型という形態もある。それは、子どもに起
きている出来事を物語で理解してもらおうとする工夫
がある。他にも、半数以上の自治体で子どものメモや
記録を残せるページがあった。子ども自身が書き込め、
自分自身のノートにしていく可能性があるだろう。
　最後に、子どもの権利行使のしやすさへの強化につ
いては、無料で郵送できるハガキは５自治体だったの
に対し（長瀬 2005）、本調査では27自治体と５倍強
になっていた。また、７割強の自治体で子どもの担当
者を書く欄も設けられていた。子どもが困っていた際
に、身近な人に、そして子どもの負担のない形で発信
できる改善がなされていた。
　ここまで述べてきたように、本稿では、テキスト分
析により、上記の３点が具体的にどのように実現され
ているのかが明らかとなった。ただ、本稿では、改訂
された『権利ノート』テキスト、特に、項目と構成に
焦点をあてながら分析を行ったため、『権利ノート』
の「子どもに権利を伝え、権利侵害に遭った場合の解
決方法を伝える」という役割については、十分な分析
ができていない。今後は、その役割をめぐって、『権
利ノート』における暴力、困ったときや救済機関の文
言や記載方法に焦点を当てながら、分析をすすめてい
きたいと考えている。
　本調査にご協力くださいました全国の児童相談所の皆様
に深く感謝を申し上げます。
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注
* 佛教大学社会福祉学部
１） 広島市の『権利ノート』は、左ページに小学生、右
ページに中高生を掲載する構成で、１冊に２種類の内容
がある。よって、本稿では、２冊とカウントしている。
２） その内訳は、東京都（中高生・小学生）２冊、三重県
（中高生・小学生）２冊、滋賀県（中高生・小学生）２
冊、岡山県（別冊）１冊、山口県（里親対象）１冊、福
岡県１冊、佐賀県（中高生・小学生）２冊、長崎県（幼
児・小学生・中高生）２冊、神戸市１冊の13自治体で
あった。その載せられ方は、ある項目と関連のある絵が
複数載せられていたり、『権利ノート』の内容にかかわ
るイラストが載せられている場合があった。
３） 以前筆者が分析した長瀬（2002a）によれば、2002年
に収集された38自治体43冊の『権利ノート』では、「①
子どもの権利ノート」が10自治体12冊、「②あなたへ」
は９自治体10冊、「③施設生活の手引き」は９自治体10
冊、「④みんなの権利」は７自治体８冊、「⑤その他」は
４自治体５冊であった。分析する冊数が異なるため単純
な比較はできないが、「③施設生活の手引き」は減少し、
「⑤その他」が増加していることが分かる。
４） 「あなたのこころとからだを守るために、とてもこわ
いこと、つらいこと、自分ではどうにもできないことが
あったあなたへ」という項目である。
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